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【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第５部門第２区分
【発行日】平成23年3月31日(2011.3.31)

【公表番号】特表2010-520971(P2010-520971A)
【公表日】平成22年6月17日(2010.6.17)
【年通号数】公開・登録公報2010-024
【出願番号】特願2009-550168(P2009-550168)
【国際特許分類】
   Ｆ１６Ｆ  15/32     (2006.01)
【ＦＩ】
   Ｂ６０Ｂ  13/00    　　　Ｚ
   Ｂ６０Ｂ  13/00    　　　Ｄ
   Ｂ６０Ｂ  13/00    　　　Ｇ
   Ｆ１６Ｆ  15/32    　　　Ｚ

【手続補正書】
【提出日】平成23年2月14日(2011.2.14)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　車両の一部分をバランス取りするのに好適な質量を有する車両安定化ウエイトを供給す
る方法であって、
　幅又は厚さのいずれかよりも長い車両安定化ウエイト材料のある長さを、同一方向に移
動可能な対向する可動面の間に挟んで、それぞれの可動面を前記ウエイト材料の反対表面
に接触させるようにすることと、
　前記ウエイト材料が挟まれている間に、前記対向する可動面を前記分断位置に向かう方
向へ移動することによって、前記車両安定化ウエイト材料の長さの先導端部を移動させて
、増分距離だけ分断位置を越えさせることと、
　前記移動中に又はその後で、前記車両安定化ウエイト材料を前記分断位置において分断
して、高程度の精度内で車両の一部分をバランス取りするのに好適な前記車両安定化ウエ
イトの正確な質量に相当する、前記ウエイト材料の増分長さを形成することと、を含み、
　前記車両安定化ウエイト材料が、高密度粒子状物質を充填された可撓性の高分子マトリ
ックス材料を含む、方法。
【請求項２】
　前記車両安定化ウエイト材料が、水平巻きの形体で提供される、請求項１に記載の方法
。
【請求項３】
　前記対向する可動面が、前記車両安定化ウエイト材料の前記厚さを収容するように自動
的に調節可能な距離で離されている、請求項１又は２に記載の方法。
【請求項４】
　ホイール付き車両のホイールをバランス取りする方法であって、
　請求項１～３のいずれか一項の方法に記載の車両安定化ウエイト材料の増分長さを供給
することと、
　ホイールバランス取り装置を用いて、前記ホイールをバランス取りするのに必要な、前
記正確な質量を決定することと、
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　前記ホイールをバランス取りするように、車両安定化ウエイト材料の前記増分長さを前
記ホイール上に固定することと、を含み、
　前記分断することは、前記ホイールバランス取り装置により決定された前記正確な質量
の０．１グラム内に相当する、車両安定化ウエイト材料の増分長さを形成することを含む
、方法。
【請求項５】
　可動ベルト取り付け要素及び静止ベルト取り付け要素であって、前記可動要素が前記静
止要素中の開口部の中に配置されている、可動ベルト取り付け要素及び静止ベルト取り付
け要素と、
　少なくとも２つの平行リンクであって、前記リンクのそれぞれが、旋回可能に前記可動
ベルト取り付け要素に取り付けられた一端部と、旋回可能に前記静止ベルト取り付け要素
に取り付けられた他端部とを有し、前記開口部が、前記開口部内での及び前記リンク周り
での、前記可動要素の旋回運動を可能にする寸法にされている、少なくとも２つの平行リ
ンクと、
　前記静止ベルト取り付け要素に取り付けられた一端部と、前記可動ベルト取り付け要素
に及び前記リンクの間に取り付けられた他端部とを有する、ベルト圧力作動組立体であっ
て、前記ベルト圧力作動組立体が、前記可動要素の長手方向軸線に対して鈍角又は鋭角に
位置する長手方向軸線を有するようになっている、ベルト圧力作動組立体と、
　前記静止ベルト取り付け要素に取り付けられた第一の駆動ベルト組立体、及びこれから
間隔が離され、前記可動ベルト取り付け要素に取り付けられた、対向する第二の駆動ベル
ト組立体であって、前記第一の駆動ベルト組立体が、１つの対向する可動面を画定する第
一の駆動ベルトを含み、前記第二の駆動ベルト組立体が、もう１つの対向する可動面を画
定する第二の駆動ベルトを含み、前記第二の駆動ベルトが、前記第一の駆動ベルトから間
隔を離されて、車両安定化ウエイトのある長さが通って移動する隙間を前記第一の駆動ベ
ルトと前記第一の駆動ベルトの間に形成するようになっており、それぞれの前記駆動ベル
トは、複数個のプーリの上に、前記プーリが回転する時に回転するように配置されており
、前記第一の駆動ベルト組立体が更に駆動歯車を含み、前記第二の駆動ベルト組立体が更
に被動歯車を含み、前記対応する複数個のプーリのうちの少なくとも１個のプーリが、前
記駆動歯車と共に回転するように取り付けられており、前記他方の複数個のプーリのうち
の少なくとも１個のプーリが、前記被動歯車と共に回転するように取り付けられており、
そして前記駆動歯車及び前記被動歯車は、前記駆動歯車の回転が前記被動歯車、前記第一
の駆動ベルト及び前記第二の駆動ベルトの回転を駆動するように取り付けられている、第
一の駆動ベルト組立体及び対向する第二の駆動ベルト組立体と、
　前記隙間を通って下流へ移動する車両安定化ウエイト材料のある長さから車両安定化ウ
エイト材料の増分長さを分断するための、二つの前記駆動ベルトの下流に取り付けられた
分断装置と、を含む装置。
【請求項６】
　前記平行リンクは、供給される前記車両安定化ウエイト材料の厚さが変化するときに、
前記駆動歯車と前記被動歯車が噛み合ったままであることを可能にするものである、請求
項５に記載の装置。
【請求項７】
　前記隙間が、前記第一及び第二のベルト組立体の取り付け方に調節を加える必要無く、
供給される前記車両安定化ウエイトの前記厚さに対して自動的に適応する、請求項５又は
６に記載の装置。
【請求項８】
　前記駆動歯車が、二つの前記ベルトを同時に回転駆動する、請求項５～７のいずれか一
項に記載の装置。
【請求項９】
　前記隙間が、前記第一及び第二のベルト組立体の少なくとも１つの側面に沿って開き、
前記隙間が、様々な幅を有する車両安定化ウエイト材料を収容できるようになっている、
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請求項５～８のいずれか一項に記載の装置。
【請求項１０】
　ある長さで水平巻きスプールに巻かれた車両安定化ウエイト材料との組合せである、請
求項５～９のいずれか一項に記載の装置。
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